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    ステップ 1：次期の生産量と販売量の見積もり 
    ステップ 2：活動の必要量に関する予測 
    ステップ 3：資源需要量の算定 
    ステップ 4：実際資源投入量の決定 
    ステップ 5：活動キャパシティの測定 




 次に、ステップ 2 では、次期の期待生産量・販売量を満たすために必要な活動の種類(発注、
受入、段取など)とその量を決定する。次期の生産量を満たすために、段取りは何回必要か、注
文回数は何回必要かなどを決めるのである。 




プ 3 で、注文活動 1,800回遂行するのに、5.5人必要だということが見積もられたとすると、
















 以上、ABB の予算編成プロセスを見てきた。ABB は、ゼロベースで製品・サービスを提供
するのに本当に必要な活動は何かを考えて予算を編成できる。さらに、予算編成の中で、未利
                                                          
4  Ibid.pp.117．（上掲訳書、125頁）。 
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    ① 支出と消費のパターンの違い 
    ② 副次的活動の存在 
    ③ 代替可能な資源の存在 
    ④ 詳細な情報の必要性 
 まず、①の「消費と支出のパターンの違い」について見ていこう。先の ABB の予算編成の
プロセスのところで見てきたが、資源を必要な量だけ手に入れられるとは限らない。常勤の従
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Strategic Finance,October,pp.26-28. 
6  Kaplan and Cooper, Cost＆Effect, pp.263-264.(櫻井訳『コスト戦略と業績管理の統合システム』
328-330頁)。 
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 ABB の実施の困難性を伝える事例としては、イギリスのビール醸造会社である Scottish 











                                                          
7  Liu, L.Y.J., J. J. Robinson and J. Martin(2003) “An Application of Activity-Based Budgeting：A 
UK Experience,”Cost Management, September/October, pp.33-34. 
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    ① 活動分析 
    ② 原価作用因分析 
    ③ 業績分析 














                                                          





























画能力の強化」、「生産技術力の強化」、「営業提案力の強化」の 3つの方針を打ち出し、この 3 
つの機能強化のため、既存の間接業務に関わる人員を現在の 7割に抑え、生み出された 3割の
余力をこの 3つの機能強化に転用することを考えていた。 
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出された余力を強化すべき付加価値活動に向けられていった。そして、ABM 導入から 3 年経
過して、間接業務に関わる人員は 400人弱から 300人強へと減少させることに成功した。 
② B社の事例 
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表 1 ABMの分析にもとづく予算の例 
                                   単位：千円 
 付加価値活動 非付加価値活動 合計 
プロセス A 15,000 3,000 18,000 
プロセス B 2,0000 5,000 25,000 
プロセス C 10,000 800 10,800 
プロセス D 7,000 1,200 8,200 
プロセス E 13,000 2,000 15,000 


























                                                          
12 Kaplan, R. S. and S. R. Anderson(2004)“Time-Driven Activity-Based Costing,”Harvard Business 
Review, Vol.82 No11,November , p.132.（スコフィールド素子訳(2005)「時間主導型 ABCマネジメント」
『DIAMONDハーバード・ビジネス・レビュー』第 30巻 6号、137頁）。 
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   利用可能活動量＝利用活動量＋未利用キャパシティ 




















考えられる Kaplan=Anderson によって提唱された時間主導型 ABC(Time-Driven 
Activity-Based Costing)について見ていくことにする。 
 
(2) 時間主導型 ABC 
 時間主導型 ABC は、ヒアリング調査による問題や活動レベルで未利用キャパシティを測定
する問題を克服できるシステムとなると期待できる。ここで、時間主導型 ABC の実施プロセ
                                                          
13 Cooper, R. and R. S. Kaplan (1992)“Activity-Based System：Measuring the Cost of Resource Usage,”
Accounting Horizons, September, Vol.6 No.3, p.3. 
14 Keys, D. E. and Anton van der Merwe(2001),“The Case for RCA：Excess and Idle Capacity,”Jounal 
of Cost Management, Vol.15 No.4, July/August, pp.27-32. 
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スおよび計算例を検討し、時間主導型 ABCがどのようなものか見ていくことにする15。 








りの理論上の労働時間を分単位で表すと、月で 1万 560分(22日勤務)、四半期で 3万 1,680分
となり、実際の労働時間を理論上の 80％とすれば、従業員 1 人当り四半期で、約 2 万 5,000
分となる。28 人全員では、70 万分と見積もることができる。これが、この部門の全体のキャ
パシティとなる。 













 この部門では、「受注処理」、「問い合わせへの対応」、「顧客の与信」の 3 つの活動が行われ
ていると仮定し、注文 1件当たり 8分、問い合わせ 1件当たり 44分、顧客 1人当たりの与信
審査に 50分かかるとしよう。 
 ここまで計算できると最後に、活動 1単位当たりのコストを計算する。計算式は「活動 1単
位当りの所要時間×資源の単位時間当たりのコスト」である。従って、「受注処理」は 6.4ドル、
「問い合わせへの対応」は 35.2ドル、「与信審査」は 40ドルと計算される。 
 以上の、結果をもとにこの部門のコスト・レポートを作成すると以下のようになる。表を見
てもわかるように、未利用キャパシティが資源レベルで測定され、この方法を用いれば、未利
                                                          
15 Kaplan and Anderson,“Time-Driven Activity-Based Costing,”pp.131-138.（スコフィールド訳「時
間主導型 ABCマネジメント」135-145頁）。 
16 Ibid.pp.133．（上掲訳書、138頁）。 
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受注処理 51,000 8 408,000 6.40 326,400 
問い合わせへの対応 1,150 44 50,600 35.20 40,480 
与信審査 2,700 50 135,000 40.00 100,800 
総利用量  593,600 474,880 
投入資源  700,000 560,000 
未利用キャパシティ  106,400 85,120 
  
(出所) Kaplan, R. S. and S. R. Anderson,“Time-Driven Activity-Based Costing,”Harvard Business 
Review, Vol.82 No11,November 2004, p.135.（スコフィールド素子訳「時間主導型 ABCマネジメント」
『DIAMONDハーバード・ビジネス・レビュー』第 30巻 6号、2005年、140頁）。 
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